別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：精神保健費
	事業名:高次脳機能障がい支援対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　精神保健福祉担当　電話番号：058-272-1111（内　2544）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,678千円（前年度予算額：1,678千円）
	事業内容


	１　事業の内容


高次脳機能障がいに対する県全体の相談体制を強化し、医療関係、一般県民、市町村職員等への普及啓発を図る。

（１）高次脳機能障がい支援対策推進委員会の開催
高次脳機能障がいの効果的な支援方法、普及啓発・人材育成及び関係機関の連携方策を検討する。　
（２）高次脳機能障がい協力機関等ネットワーク会議の開催 新
高次脳機能障がい支援普及事業の積極的な展開を図るため、「岐阜県高次脳機能障がい協力医療機関等ネットワーク会議（仮称）」を設置する。
（３）高次脳機能障がい相談支援事業
相談体制を強化するため、相談を担う関係機関及び職員等に対して、相談支援コーディネーターによる相談支援業務を委託実施する。
（４）高次脳機能障がい啓発・人材育成事業
①医師、看護師に対する専門研修
②ケースワーカー、福祉専門職に対する専門研修
③一般県民・市町村職員に対する研修
	２　所要経費


　高次脳機能障がい支援対策事業費　 1,678千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

・高次脳機能障がいに関する包括的リハビリテーション（医療と福祉が連携し、体系化された支援）の構築を目指す。

	２　これまでの取組状況


（１）高次脳機能障がい支援モデル事業（国補、H13～17年度）
診断基準、訓練・支援計画作成、支援実践事業、普及啓発活動等
（２）高次脳機能障がい支援事業（県単、H18～19年度）
相談窓口設置委託、普及啓発、支援対策推進委員会設置
（３）相談支援コーディネーター養成（ふるさとぎふ再生基金、H22～24年度）
各圏域1名の相談支援コーディネーターの養成

（４）協力医療機関の依頼(H23年度)
認知リハビリテーションの施行、通院中及び通院終了後の患者の外来窓口等を担う各圏域における協力医療機関の依頼
	３　これまでの取組に対する評価


身体症状が回復した後の高次脳機能障がいについて社会的な理解が十分ではなかったが、本事業により普及啓発を実施することで、徐々に本障がいが認知されるようになり、平成２２年度には精神保健福祉センターに222件（平成２１年度　191件）の相談があった。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,678
	839
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	839

	要求額
	1,678
	839
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	839

	決定額
	1,678
	839
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	839


